
福祉

農政
嶋田友一郎 議員（白和） 浜口清志 議員（日本共産党）
地域発展につながる農業振興を
答弁…新規就農者や担い手の支援に努めていく

市内の活性化や安心に向けた
DX推進をDX

和賀正義 議員（TSUNAGU）
高齢者の安心した暮らしの
実現に向けて
答弁…地域資源を活用した生活支援を研究する

大規模災害に備え
今できることは何か防災

　　農業従事者の高齢化や後継者不足により
耕作放棄地が年々増加している。新たな農業
の担い手確保に向けて新規就農の促進や育成
制度の充実、また、農業振興地域の発展につ
なげる移住・定住型就農を支援する事業の取
組を実施してはどうか。
　　新規就農者等を対象とした農業講演会を
毎年開催しているほか、農業委員等の協力を
得ながら農地を紹介するなど、担い手の経営
拡大を支援している。また、移住や定住の促
進が期待されるク
ラインガルテン※1

の誘致を図るため、
先進事例の調査研
究を進めていく。

一般
質問 市政のそこが聞きたい!市政のそこが聞きたい!

答弁…交付金を有効活用し、DXを推進していく

答弁…地域における共助の育成に努めていく

　　国のデジ田交付金※2は、他自治体の優良
モデル導入に対しても補助される。産業振興
のため交通や福祉サービスと連携した地域通
貨・ポイントの導入、安心安全のために母子健
康手帳アプリや防犯カメラによる水位・通学
路見守りシステムの導入に活用してはどうか。
　　デジ田交付金は、DXの推進に対し、非
常に有効なものと考えており、4年度に1事業、
5年度には3事業で活用している。今後も他
自治体の優良モデルやサービスを参考に交付
金を有効活用し、市のDXを推進して住みよ
いまちづくりにつなげていく。

　　高齢者福祉計画が新たな年度を迎え、誰
もが生き生きと健やかに暮らせるまちの実現
に向けて、地域支援事業の充実を考える。そ
こで、配食サービス事業の概要と実績につい
て伺う。また、より良い配食サービス事業に
するために、市の資源を活用してはどうか。
　　65歳以上の一人暮らしや高齢者のみの
世帯で調理が困難な方かつ要介護等の認定を
受けている方を対象としている。1週間当た
り4回までとし、1日15食程度の利用がある。
今後、ボランティ
ア等との連携の
可能性を調査・
研究していく。

　　能登半島地震が元日に起き、災害の怖さ
を再認識する。定数に満たない消防団員の加
入状況と年額報酬の状況を伺う。また、いつ
起こるかわからない大規模災害のため、老朽
化した火の見やぐらの撤去、自主防災組織の
重要性と設立に向けた支援について伺う。
　　消防団員の定数142名に対し、現在123
名。消防団員の年額報酬は、52,200円。今後、
第7分団の火の見やぐらの撤去等を含め協議
する。自主防災組織設立の際は助言を行い、
設立に当たっては市の補助金や出前講座を活
用してもらうなど、共助の育成に努めていく。

　一人につき2項目までを要約して掲載しています。各議員の全質問事項は、市議会ホームページ
をご覧ください。また、提出された原稿を尊重し、表現は統一されていません。

※1「クラインガルテン」とは、ドイツ語で「小さな庭」という意味を
　表すもので、菜園に宿泊可能な施設がついた市民農園のこと。

※2「デジタル田園都市国家構想交付金」の略称

答

答

答

答

年々広がる遊休農地

要介護者向けの弁当

農業

福祉 難聴者のための補聴器助成制度を
答弁…優先順位を見極めながら進めていく

答弁…関係法令に基づく手続きを要する

地域公共交通計画は交通

中村匡志 議員（白和）
農林公社の設立を

市役所周辺地域「交流拠点」の展開都市

　　加齢性難聴は、加齢によって誰でも起こ
る聴覚障害である。認知症予防から早期に補
聴器を使用することが大切だが、難聴自覚者
の装用率は低水準にとどまっている。これを
改善するためには補聴器購入助成制度を実施
し、幅広い市民に購入できるようにすべきだ。
　　4年度実施の高齢者等実態調査において
経済的負担を理由に補聴器の購入を諦めてい
る方が存在していることから、県内で補聴器
の助成を実施しているところを参考に検討し
ていく。今後、各
種福祉サービス
事業全体の中で
優先順位を見極
めながら進めて
いく。

答弁…計画に基づき施策に取り組む

答弁…市役所周辺地域の活性化に向け検討する

　　公共交通空白地域があるがどのように捉
えているか。地域公共交通は、日常生活にお
ける市民の外出機会の創出により、健康増進、
地域活性化の役割がある。近隣の市町で採用
している循環バスの運行を検討すべきである
がいかがか。
　　誰もが安心して安全に移動できるような、
将来にわたり持続可能な公共交通システムを
構築することが重要な課題だと考えている。
既存の路線バス、タクシー、のりあい交通を
基軸として、当市における今後の地域公共交
通の在り方を考えていく。

　　①耕作放棄畑作地の解消、②味彩セン
ターの供給体制の充実、③最先端農業の導入、
④若い農業者の雇用による街の活性化・技術
の継承、⑤食糧備蓄体制の改善、⑥学校給食の
さらなる地産地消化、⑦不要な農地の寄附受
入、の7徳ある農林公社の設立の手続きは。
　　埼玉県内における農林公社等の設立事例
では、公益社団法人、公益財団法人及び株式
会社など形態は様々である。設立には、定款
の作成や出資の履行など、関係法令に基づく
手続きを要する。
また、市の財産
の出資は、地方
自治法の規定に
より、議会の議
決を要する。

　　都市計画道路が白岡駅前からB&G海洋
センター前まで開通した暁には、自動運転バ
スをピストン運行してはいかがか。また、米・
野菜を主力とする出荷組合と鮮魚・精肉を主
力とする特色ある業者の提携により、味彩セ
ンターをスーパーマーケット化してはいかが
か。
　　自動運転バスの運行は、技術開発状況や
国の動向なども見守りながら、導入に向けて
調査研究を進めていく。また、しらおか味彩
センターのスーパーマーケット化は、関係機
関や利用者の意見を聴きながら、慎重に検討
していく。
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